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気候変動への適応

気候変動が水道事業に与える影響

　2015年に採択されたパリ協定や持続可能な開発目標（SDGｓ）、仙台防災枠組は、気候変動に対応できる強靭で持
続可能な社会を構築するという共通の目標を有し、気候変動への適応の重要性を強調しています。
　我が国においても、2018年6月に気候変動適応法が公布されたことに加え、同年11月に閣議決定された気候変動
適応計画には、都道府県や区市町村は地域気候変動適応計画の策定に努める旨が明記されています。
　都は、地域気候変動適応計画の策定に向け、2019年12月に東京都気候変動適応方針を公表しました。
　水道局も、極端な気象変化から都民の生命と財産を守る強靭な都市の構築を目指す都の一員として、適応に取り組
んでいくことが求められています。

　１　背景　

　水道は、都民生活と首都東京の都市活動に欠くことのできない基幹ライフラインです。東京の水道機能が停止した
場合の影響は、計り知れません。
　しかし、気候変動によるとみられる影響は既に各地で現れており、将来さらに深刻になることが懸念されています。
水道事業にも豪雨等の自然災害による被害や水源水量の減少、水質悪化等の影響が考えられます。

　2　想定される影響

気
候
シ
ス
テ
ム
の
変
化

水環境への影響 水道事業への影響

降雪量の減少と融雪時期の早期化に
よる貯水量の減少

夏期の豪雨日数増加による洪水発生
回数や土砂崩壊危険性の増大

配水過程での水温上昇による残留塩
素消費の増大とトリハロメタン生成
量の増大

農薬散布量の増大

森林破壊に伴う土砂崩壊危険性
の増大
水源水温の上昇による貯水池内
循環の減少

水源水量の影響
　→夏期のダムの貯水量の
　　減少
　→渇水の頻発

水源水質への影響
　→濁水の発生頻度の増大
　→貯水池内水質の悪化

浄水工程での影響
　→取水停止の危険性増大

配水工程での影響
　→水質の悪化

水道施設への影響
　→浸水や水道管損傷の
　　危険性増大

人
為
起
源
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
増
加

気温の
上昇

降水量の
変化
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　３　水道局における気候変動適応への取組

気候変動への適応効果を持つ施策例

　将来のリスクにも適切に対応し、安全でおいしい高品質な水を安定的にお届けし続けていくためには、気候変動に
対する強靭さ（レジリエンス）が必要です。
　水道局では、これまで、水源の確保や高度浄水処理の導入、災害対策など、「気候変動への適応効果を併せ持つ」施
策を展開してきました。今後はこうした施策やその他の課題などを整理した上で、取組を強化・追加し、東京の水道のレ
ジリエンスを強化していきます。

水道事業への
影響 適応に資する取組 効果 取組例

自然災害
（豪雨災害、
土砂災害等）

広域的な送水管ネット
ワークの構築

バックアップ機能の強化に
よる給水の確保

自家発電設備の新設・
増強 停電時の電力の確保

浸水対策 止水堰や防水扉などによる
浄水場等への浸水防止

応急給水 断水時の給水の確保

渇水

八ッ場ダム建設
（2020年完成） 水源の確保

原水連絡管を活用した
水系間の相互融通 原水の効率的な運用

水道水源林の保全 多摩川の安定した流量の確
保及び小河内貯水池の保全

人工降雨装置 降水の促進

漏水防止対策 給水量の確保

水質の悪化

原水水質の変化に対応可
能な浄水処理技術の導入

原水水質悪化時の水処理
性能維持

水道水源林の保全 森林の水質浄化機能による
貯水池流入水の水質維持

小河内貯水池の分画
フェンス アオコなどの拡散防止

水質管理の徹底 水質モニタリング等による
緊急時の水質管理体制の確保 水質管理の徹底（水質検査の様子）

原水連絡管を活用した水系間の相互融通

浸水対策（止水堰や防水扉のイメージ）

広域的な送水管ネットワークの構築

せき

せき

せき

凡例
浄水場 
給水所 
送水幹線
整備中の幹線 

止水堰 かさ上げ 防水扉




